
 

 
 

 

非上場株式等についての 
贈 与 税

相 続 税
 の納税猶予の継続届出書（特例措置） 

 

 

 
                                               令和    年   月   日 

            税 務 署 長  
                                           〒 
                                     届出者 住所                  
 
                                           氏名                  
                                            （電話番号   －    －    ） 
 
                                                                                      
 

     租税特別措置法            の規定による 
贈与税

相続税
 の納税の猶予を引き続いて受けたいので、 

 

第６項    

次に掲げる税額等について確認し、同条 第７項 の規定により関係書類を添付して届け出ます。 

第６項 
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         年    月       日 

 

  贈 与 者 

  被  相  続  人 
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 所 
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この届出書は、特例認定(贈与・相続)承継会社、贈与者・被相続人ごとに作成してください。 
 
１ 経営(贈与・相続)報告基準日（以下「基準日」といいます。）                 年   月   日 
 

２ １の基準日における猶予中 
贈与税

相続税
 額                                    円 

 
３ １の基準日において有する特例対象(受贈・相続)非上場株式等（以下「非上場株式等」といいます。） 

の数又は金額                                          株(口・円) 
 
【非上場株式等の内訳等】※ 記載に当たっては、裏面の記載方法等の「２」をご覧ください。 

 
４ 特例認定（贈与・相続）承継会社の名称                                          

 
５ １の基準日の直前の経営(贈与・相続)報告基準日の翌日から当該基準日までの間に、特例経営承継者につき納税の猶予
に係る期限が到来した猶予中贈与税・相続税額がある場合、差額免除・追加免除に係る贈与税・相続税額の通知があった
場合又は再計算免除贈与税・相続税額の通知があった場合には、その明細を「納税の猶予に係る期限が到来した猶予中贈
与税・相続税額、差額免除・追加免除により免除された猶予中贈与税・相続税額又は再計算免除贈与税・相続税額の明細
書（特例措置）」に記載の上、この届出書に添付して提出してください。 

 
【 添付書類 】 特例認定(贈与・相続)承継会社に係る基準日における次に掲げる書類 
① 定款の写し 
② 株主名簿の写しその他の書類で特例認定(贈与・相続)承継会社の株主又は社員の氏名又は名称及び住所又は所在地並
びにこれらの者が有する特例認定(贈与・相続)承継会社の株式等に係る議決権の数が確認できる書類（特例認定（贈
与・相続）承継会社が証明したものに限ります。） 

③ 中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律施行規則第12条第19項、第22項、第24項若しくは第26項において
準用する同条第２項又は同規則第12条第20項、第23項、第25項若しくは第27項において準用する同条第４項の報告書の
写し及び当該報告書に係る同条第37項の確認書の写し 

④ 基準日が特例経営（贈与・相続）承継期間の末日であり、租税特別措置法施行規則第23条の12の２第17項第５号、同
規則第23条の12の３第17項第５号（同規則第23条の12の５第15項において準用する場合を含みます。）の規定に該当す
る場合（裏面の４参照）には、中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律施行規則第20条第３項の報告書の写
し及び当該報告書に係る同条第14項の確認書の写し 

⑤ 基準日の直前の経営(贈与・相続)報告基準日（基準日が最初の経営（贈与・相続）報告基準日の場合は、贈与税・相
続税の申告書の提出期限）の翌日から基準日までの間に会社分割又は組織変更があった場合には、会社分割に係る吸収
分割契約書若しくは新設分割計画書の写し又は組織変更に係る組織変更計画書の写し 

 ⑥ 基準日の直前の経営(贈与・相続)報告基準日の翌日から基準日までの間に合併又は株式交換等があった場合には、裏
面の５に掲げる書類 

 
（注） 基準日が最初の｢非上場株式等についての贈与税・相続税の納税猶予及び免除の特例｣の適用に係る贈与税又は相続税の申告書の提

出期限の翌日以後５年を経過する日のいずれか早い日の翌日以後である場合は③の書類の提出は必要ありません。 

 贈与年月日 贈与者の氏名 贈与者の住所 左記の贈与者が贈与した株式等の数又は金額 

イ ・ ・   株（口・円） 

ロ
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・ ・   株（口・円） 
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 関与税理士 

 

 
 

 

 電 話 番 号 

 

 

 

 
 

税 務 署 
受 付 印 

(資12②－38－Ａ４統一)（令6.6） 

※ 
通信日付印の年月日 （確 認） 入 力 確 認 納税猶予番号 

年  月  日     

 

贈 与 を 受 け た 

相続(遺贈)があった 
年 月 日 非 上 場 株 式 等 の 

第70条の７の５第１項 

第70条の７の６第１項     

第70条の７の８第１項 

平 成 

令 和 

平 成 

令 和 



 

（裏） 
記 載 方 法 等 

     
  １ 次に掲げる方は、それぞれ次に掲げる提出期限までに贈与税・相続税の納税猶予を引き続き受けたい旨税務署長に

届け出る必要があります。 
 
   ⑴ 非上場株式等についての贈与税・相続税の納税猶予及び免除の特例（租税特別措置法第70条の７の５第１

項・同法第70条の７の６第１項）の適用を受けている方 
  イ 特例経営（贈与）承継期間(注１)の場合  第一種（贈与）基準日(注２)の翌日から５か月を経過する日 
  ロ 特例経営（贈与）承継期間の末日の翌日から猶予中贈与税・相続税額に相当する贈与税・相続税の全部

についてその猶予期限が確定するまでの期間  第二種（贈与）基準日(注３)の翌日から３か月を経過する日 
(注１) 「特例経営（贈与）承継期間」とは、贈与税・相続税の申告書の提出期限の翌日から、①特例経営承継者の最初の｢非

上場株式等についての贈与税の納税猶予及び免除の特例｣の適用に係る贈与税の申告書の提出期限の翌日以後５年を経過

する日と②特例経営承継者の最初の｢非上場株式等についての相続税の納税猶予及び免除の特例｣の適用に係る相続税の

申告書の提出期限の翌日以後５年を経過する日のいずれか早い日又は特例経営承継者若しくは特例経営承継者に係る贈

与者の死亡の日の前日のいずれか早い日までの期間をいいます。 

(注２) 「第一種（贈与）基準日」とは、｢非上場株式等についての贈与税・相続税の納税猶予及び免除の特例｣の適用を受ける

最初の贈与税・相続税の申告書の提出期限（提出期限の延長があった場合には、延長後の提出期限）の翌日から起算し

て１年を経過するごとの日をいいます。 

(注３) 「第二種（贈与）基準日」とは、特例経営（贈与）承継期間の末日の翌日から３年を経過するごとの日をいいます。 
 

   ⑵ 非上場株式等の特例贈与者が死亡した場合の相続税の納税猶予及び免除の特例(租税特別措置法第70条の７
の８第１項)の適用を受けている方 

 
イ 特例経営相続承継期間(注４)の場合  第一種相続基準日(注５)の翌日から５か月を経過する日 
ロ 特例経営相続承継期間の末日の翌日から猶予中相続税額に相当する相続税の全部についてその猶予期限
が確定するまでの期間  第二種相続基準日(注６)の翌日から３か月を経過する日 
(注４) 「特例経営相続承継期間」とは、｢非上場株式等についての贈与税の納税猶予及び免除の特例｣の適用に係る贈与税の申

告書の提出期限の翌日から①特例経営承継者の最初の「非上場株式等についての贈与税の納税猶予及び免除の特例」の適

用に係る贈与の日の属する年分の贈与税の申告書の提出期限の翌日以後５年を経過する日と②特例経営承継者の最初の

｢非上場株式等についての相続税の納税猶予及び免除の特例｣の適用に係る相続税の申告書の提出期限の翌日以後５年を経

過する日のいずれか早い日までの間に当該贈与に係る贈与者について相続が開始した場合における当該相続の開始の日か

ら①と②のいずれか早い日又は当該贈与に係る特例経営承継者の死亡の日の前日のいずれか早い日までの期間をいいます。 

(注５) 「第一種相続基準日」とは、贈与税の申告書の提出期限（特例経営承継者が｢非上場株式等についての贈与税の納税猶予

及び免除の特例｣の適用を受ける前に特例認定相続承継会社の非上場株式等について｢非上場株式等についての相続税の納

税猶予及び免除の特例｣の適用を受けている場合には、相続税の申告書の提出期限をいい、これらの提出期限の延長があ

った場合には、延長後の提出期限）の翌日から起算して１年を経過するごとの日をいいます。 

(注６) 「第二種相続基準日」とは、特例経営相続承継期間の末日の翌日から３年を経過するごとの日をいいます。 
 

  ２ ３の【非上場株式等の内訳等】欄は、基準日において特例経営承継者が有する非上場株式等の全部又は一部が贈与
者の免除対象贈与（※）により取得したものである場合（基準日の直前の経営（贈与・相続）報告基準日の翌日から当
該基準日までの間に非上場株式等の内訳等につき変更があった場合に限ります。）に記載してください。 

※ ｢免除対象贈与｣とは、租税特別措置法施行規則第23条の12の２第16項第６号に規定する贈与をいいます。 
 

３ 「特例経営承継者」とは、 
イ ｢非上場株式等についての贈与税の納税猶予及び免除の特例｣（租税特別措置法第70条の７の５第１項）の適用を
受けている方は、同条第２項第６号に規定する「特例経営承継受贈者」をいいます。 

ロ ｢非上場株式等についての相続税の納税猶予及び免除の特例｣（租税特別措置法第70条の７の６第１項）の適用を
受けている方は、同条第２項第７号に規定する「特例経営承継相続人等」をいいます。 

ハ ｢非上場株式等の特例贈与者が死亡した場合の相続税の納税猶予及び免除の特例｣（租税特別措置法第70条の７の
８第１項）の適用を受けている方は、同条第２項第１号に規定する「特例経営相続承継受贈者」をいいます。 
 

４ 中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律施行規則に規定する雇用確保要件を満たさなかった場合をいい
ます。 

  
  ５ 基準日の直前の経営(贈与・相続)報告基準日の翌日からその基準日までの間に合併又は株式交換等があった場合に

は、次に掲げる書類も併せて提出してください。 
   
   (提出書類) 
   ① 合併又は株式交換等に係る合併契約書又は株式交換契約書若しくは株式移転計画書の写し（※１） 
    ② 次に掲げる書類(合併又は株式移転により合併承継会社又は交換等承継会社が設立される場合には、合併又

は株式移転がその効力を生ずる直前に係るものを除きます。) 
    イ 合併又は株式交換等がその効力を生ずる日における合併承継会社又は交換等承継会社の株主名簿その他の書類

で合併承継会社又は交換等承継会社の全ての株主又は社員の氏名又は名称及び住所又は所在地並びにこれらの者
が有する特例認定(贈与・相続)承継会社の株式等に係る議決権の数が確認できる書類（合併承継会社又は交換等
承継会社が証明したものに限ります。） 

ロ 合併又は株式交換等に係る中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律施行規則第12条第21項又は
第30項において準用する同条第９項又は第10項の報告書の写し及び当該報告書に係る同条第37項の確認書の
写し（※２） 

※１ ①の書類は、最初の｢非上場株式等についての贈与税・相続税の納税猶予及び免除の特例｣の適用に係る贈与又は相続に係る贈

与税又は相続税の申告書の提出期限の翌日以後５年を経過する日のいずれか早い日までに合併又は株式交換等があった場合には

提出する必要はありません。 

※２ ②ロの書類は、（※１）のいずれか早い日の翌日以後に合併又は株式交換等があった場合には提出する必要はありません。 


